
第１　平成２２年度会計別決算の状況

（単位：千円）

第２　平成２２年度普通会計決算の状況

１　決算収支の状況

（単位：千円、％）

※

539.9 56.2

歳入 歳出

1,492,647 638,847

13.7 6.1 201.2

297,217

853,800 686,810 166,990

424,432

年　度
A

伸 率

127,215

C（B-A）B

平成２１年度 10,863,334 10,438,902

増 減

814,025 464,207平成２２年度 12,355,981 11,077,749

3,368,867 140,281 0 140,281

差引 22年度への
繰越財源 D

芦北町財政事情の公表

B C（B-A） C-D

　平成２２年度の各会計の決算は、次のとおりとなりました。
　一般会計では、歳入が122億8,044万8千円（前年度比13.7％増）、歳出は110億1,931万2千
円（前年度比6.2％増）で、平成２３年度への繰越財源を差し引いた実質的な収支では、4億
5,121万1千円の黒字となりました。

　平成２２年度決算の状況及び平成２３年度上半期(４月～９月)の補正予算の内容等について、
地方自治法第２４３条の３第１項及び芦北町財政事情の公表に関する条例に基づき、そのあらま
しをお知らせします。

実質収支

809,925 451,211

区　　分
A
歳入

一　般　会　計 12,280,448 11,019,312 1,261,136

歳出

105,757

205,047

53,678

簡易水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

生活排水処理事業特別会計

3,509,148

63,582

2,938

2,004,605

56,595 6,987 6,987 0

2,938 0 0 0

1,867,375 137,230 0 137,230

95,999 9,758 0 9,758

205,047 0 0 0

53,678 0 0 0

0

25,815 12,820 12,995 0 12,995

112,050 107,950 4,100 4,100

922

6,318,822 6,006,549 312,273 11,087 301,186

236,202 235,280 922 0

821,01218,599,270合　　計 752,39717,025,861 1,573,409

　平成２２年度普通会計の決算額は、歳入が123億5,598万1千円（対前年度13.7％増）、歳出
が110億7,774万9千円（対前年度6.1％増）となり、歳入歳出とも前年度を上回りました。
　また、実質収支は4億6,420万7千円で、前年度に続き黒字となりました。

差引 翌年度への
繰越財源 D

実質収支

普通会計とは、一般会計と町有温泉事業特別会計、奨学資金貸付事業特別会計を合わせ重複部分
を除いてひとつに集計したものです。これは、個々の自治体が設けている各会計区分の範囲が異
なっていることにより、団体間の財政比較や統一的な把握が困難なため、地方財政統計上統一的
に用いられている会計区分です。

C-D

1,278,232

老人保健事業特別会計

介護保険事業特別会計

特
別
会
計

事業勘定

直診勘定
国民健康保険事業特別会計

小　　計

奨学資金貸付事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

町有温泉事業特別会計
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２　歳入の状況

（単位：千円）

（単位：千円、％）

※

　歳入の構成比は、地方交付税が全体の41.2％を占め最も多く、次いで国庫支出金12.3％、
町税11.9％、県支出金11.0％の順になっています。
　また、歳入総額に占める自主財源の割合は24.3％、依存財源の割合は75.7％となってお
り、地方交付税を主とする依存財源に頼らざるを得ない構成となっています。

町税 △ 1.3

平成２２年度 平成２１年度
費　目

金額 構成比 金額 構成比
前年比

平成２２年度歳入内訳

分担金・負担金、使用料・手数料 13.3

1,472,649

461,107

11.9

3.7

1,491,803

407,052

9.23,006,790

その他 25.61,073,034 8.7 854,419 7.9

24.3 2,753,274 25.3

地方交付税

自 主 財 源

7.85,086,669 41.2 4,717,454 43.4

△ 0.7372,829 3.0 375,417 3.5

17.31,520,103 12.3 1,295,403 11.9

32.71,360,405 11.0 1,024,918 9.5

44.81,009,185 8.2 696,868 6.4

15.39,349,191 75.7 8,110,060 74.7

13.712,355,981 100.0 10,863,334 100.0

13.7

3.7

自主財源とは､自主的に集められる財源で､主なものとしては皆さんから頂く町税があります。
依存財源とは､国や県から割り当てられる財源で､主なものとしては地方交付税があります。

歳 入 合 計

依 存 財 源

町債

県支出金

国庫支出金

地方譲与税、各種交付金

24.3%

75.7%

1,472,649
11.9%

461,107
3.7%

1,073,034
8.7%

5,086,669
41.2%

372,829
3.0%

1,520,103
12.3%

1,360,405
11.0%

1,009,185
8.2%

町　税

歳入総額
123億5,598万
1千円

分担金・負担金
使用料・手数料

その他

地方交付税

地方譲与税
各種交付金

国庫支出金

県支出金

町　債

その他の内訳
財産収入124,701
寄附金   28,850
繰入金  415,388
繰越金  424,432
諸収入   79,663

自主財源

依存財源
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３　歳出の状況

　(1)　目的別経費の状況

（単位：千円）

（単位：千円、％）

0.3 138.7

民 生 費

1,752,793

2,584,884

1,187,743 1,017,380

災 害 復 旧 費

歳 出 合 計

978.5125,683 11,6531.1 0.1

6.111,077,749 10,438,902100.0 100.0

教 育 費 △ 17.31,111,825

公 債 費 △ 5.91,275,432 1,355,68611.5 13.0

消 防 費 6.8472,133

土 木 費

農 林 水 産 業 費 20.01,172,744 9.410.6

32.61,008,445

977,076

△ 6.6238,492

平成２２年度歳出内訳（目的別）

　目的別の構成比では、民生費が23.3％と最も多く、次いで総務費、公債費の順となっ
ています。
　全体で6.1％の伸びとなっていますが、衛生費は清掃センター芦北事業所解体整備工
事、農林水産業費は国等の交付金活用による果樹選果機導入、土木費は湯北都市下水路
整備、道路整備などが増加の主な要因です。

労 働 費 79,384

102,598

1,718,386総 務 費

衛 生 費

10.1

2.4

7.3

4.2

12.9

760,528

441,889

9.1

4.3

2.2

0.7 33,251

△ 15.11.2

16.8

22.7 9.1

△ 2.0

16.79.7

区　　分
金額 構成比

前年比
金額 構成比

平成２２年度 平成２１年度

120,776

255,410

2,368,234

　歳出は、その使途から「目的別」と「性質別」に分けることができます。
　「目的別」は「どのような目的に使うか」という分類であり、「性質別」は「どういった
性質の経費なのか」という分類になります。

商 工 費

1,344,226

0.9

15.5

23.3

10.7

議 会 費

1,718,386
15.5%

2,584,884
23.3%

1,187,743
10.7%

1,008,445
9.1%

472,133
4.3%

1,275,432
11.5%

1,111,825
10.1%

125,683
1.1%

238,492
2.2%

102,598
0.9%

79,384
0.7%

1,172,744
10.6%

労 働 費

議 会 費

歳出総額
110億7,774万
9千円

総 務 費

民 生 費

衛 生 費農林水産業費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災害復旧費 公 債 費
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　(2)　性質別経費の状況

（単位：千円）

（単位：千円、％）

3.3

100.0

人 件 費

積 立 金

維 持 補 修 費

平成２２年度歳出内訳（性質別）

　性質別の構成比では、普通建設事業費が23.3％と最も多く、次いで人件費、公債費、
扶助費の順となっています。
　扶助費は子ども手当導入による増加、普通建設費は果樹選果機導入や学校耐震改修事
業による増加、積立金はまちづくり振興基金積立による増加が主な要因です。

補 助 費 等 △ 14.7

△ 5.0

投 資 的 経 費

歳 出 合 計

物 件 費

そ の 他 経 費

31.1

△ 1.5

6.1

12,820

1,078,863

3,850,449

11,077,749

1,044,293繰 出 金

0.1

10,438,902

34.8 3,907,225

9,780投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金

10.0

997,879

532,878

9.0

0.1

352,0004.8

9.8

1,169,869

△ 8.0

11.2

3.4 51.4

2,090,160

1,130,655

97,354 1.0

10.2

0.9

1,228,769 11.8

102,514

2,101,813 28.8

災 害 復 旧 事 業 費 978.5125,683

2,707,671

0.1

20.1

1.1

24.4

11,653

△ 1.6

2,581,988

扶 助 費 19.9

公 債 費 △ 5.9

義 務 的 経 費 2.0

普 通 建 設 事 業 費 23.5

平成２２年度 平成２１年度

1,275,432

4,519,629

18.2

11.1

11.5

40.8

9.8

13.0

1,226,168

2,018,029

区　　分 前年比
金額 構成比 金額 構成比

2,051,471

1,022,707

19.6

37.5

1,355,686

4,429,864

23.3

42.4

20.0

100.0

4,519,629
40.8%

2,707,671
24.4%

3,850,449
34.8%

125,683
1.1%

12,820
0.1%

532,878
4.8%

2,018,029
18.2%

1,226,168
11.1%

1,275,432
11.5%

2,581,988
23.3%

1,130,655
10.2%

97,354
0.9%

997,879
9.0%

1,078,863
9.8%

義務的経費

その他経費

投資的経費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

普通建設事業費

災害復旧事業費

物 件 費

維持補修費

補助費等

積 立 金

投資・出資・貸付金
繰 出 金

歳出総額
110億7,774万
9千円
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第３  健全化判断比率及び資金不足比率の状況

健全化判断比率
（単位：％）

資金不足比率
（単位：％）

指標の説明

一般会計等（一般会計・温泉会計・奨学
資金会計）の赤字の程度を示した指標で
す

芦北町の全会計の赤字の程度を示した指
標です

過去３年間の借入金返済額の大きさを示
した指標です。県内市町村平均は11.7％
です

20.0

水 道 事 業 会 計 資金不足なし

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、平成１９年度決算から健全化判断
比率及び資金不足比率の公表が義務付けられました。
　この法律は、財政破綻を未然に防ぎ、また、財政が悪化している団体の早期健全化を促進
するために作られています。公表する指標は、町の赤字の状況や借入金等の負債の状況を示
したものです。この指標が一定の基準を超えた場合は、町の行政運営を行ううえで様々な制
限が設けられます。
　平成２２年度の芦北町の健全化判断比率は下表のとおりで、すべての指標数値が早期健全
化基準を下回っており健全な状態にあります。また、資金不足比率についても、すべての企
業会計において資金不足額はありません。

平成22年度

実質赤字比率 赤字なし 14.06

将 来負担比率

実質公債費比率 35.06.8 25.0

指　標 平成22年度
平成22年度
早期健全化
基準

平成22年度
財政再生
基準

連結実質赤字比率 赤字なし 19.06 35.0

20.0

農業集落排水事業特別会計 資金不足なし

　４つの指標のうち一つでも早期健全化基準を超えた場合は、「財政健全化計画」を定めな
ければなりません。また、将来負担比率を除く３つの指標のうち一つでも財政再生基準を超
えた場合は、「財政再生計画」を定めなければなりません。（外部監査、地方債の制限、予
算への国の関与等が行われます。）

経営健全化基準 指標の説明

公営企業における資金の不足額の
大きさを示した指標です20.0

20.0

事　業　名

　経営健全化基準を超えた場合は、経営健全化計画を定めなければなりません。

借入金や将来支払っていく可能性のある
負担等の大きさを示した指標です。県内
市町村平均は59.1％です。

18.3 350.0

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 資金不足なし 20.0

生活排水処理事業特別会計 資金不足なし

5



第４  平成２３年度上半期の補正予算の状況

（単位：千円）

１　一般会計補正予算の主な補正 （単位：千円）

　(1)平成２３年６月１６日議決（第１号補正：補正額　78,256）
①歳入補正
間伐等森林整備促進対策事業交付金
緊急雇用創出基金事業補助金
前年度繰越金

②歳出補正
バイオディーゼル製造モデル事業委託料
不法投棄パトロール及び回収モデル事業委託料
特産品の生産量増加対策事業委託料
果樹風雪被害対策補助金
間伐等森林整備促進対策事業工事
クマモト・オイスター養殖試験委託料
芦北町観光ＰＲ拠点設置事業委託料

　(2)平成２３年６月２８日専決（第２号補正：補正額　1,734）
①歳入補正
前年度繰越金

②歳出補正
災害関連測量設計業務委託料

　(3)平成２３年７月１４日議決（第３号補正：補正額　8,559）
①歳入補正
前年度繰越金

②歳出補正
道園地区治山工事
農林水産施設災害復旧費（小災害復旧事業補助金）

8,559

1,149

3,054

5,586

1,734

12,881
11,650

2,495

1,734

11,976

3,533
10,228

210,652 9,974,652 

14,000
34,893

0 218,200 

0 76,200 

合　　計 15,776,100 252,140 16,028,240 

小　　計 6,012,100 41,488 6,053,588 

後期高齢者医療事業特別会計 252,200 148 252,348 

奨学資金貸付事業特別会計 28,700 0 28,700 

町有温泉事業特別会計 112,500 0 112,500 

生活排水処理事業特別会計 57,300 0 57,300 

農業集落排水事業特別会計 218,200 

簡易水道事業特別会計 76,200 

介護保険事業特別会計 1,937,300 3,828 1,941,128 

事業勘定 3,266,900 37,512 3,304,412 

会　計　名 当初予算額 上半期補正予算額 計

　平成２３年度上半期には、一般会計で５回、国民健康保険事業特別会計・介護保険事業特
別会計・後期高齢者医療事業特別会計で１回の補正を行いました。
　会計別の補正額と補正内容は以下のとおりです。

直診勘定 62,800 0 62,800 

22,915

特
別
会
計

国民健康保険事業特別会計

一　般　会　計 9,764,000 
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　(4)平成２３年９月１日議決（第４号補正：補正額　82,368）
①歳入補正
公共土木施設災害復旧費負担金
農地災害復旧事業費補助金
コミュニティ助成事業助成金
前年度繰越金

②歳出補正
コミュニティ助成事業補助金
国民健康保険事業特別会計（事業勘定）繰出金
温泉ボイラー余熱システム等調査委託料
消防団員等公務災害補償負担金
農地災害復旧工事
公共土木施設災害復旧工事

③継続費補正
（変更）

　(5)平成２３年９月１４日議決（第５号補正：補正額　39,735）
①歳入補正
公共土木施設災害復旧費負担金
農業用施設災害復旧費補助金
農地災害復旧事業費補助金
前年度繰越金

②歳出補正
農地災害復旧工事
農業用施設災害復旧工事
公共土木施設災害復旧工事

２　国民健康保険事業特別会計（事業勘定）の主な補正 （単位：千円）

　(1)平成２３年９月１日議決（第１号補正：補正額　37,512）
①歳入補正
療養給付費交付金（過年度分）
一般会計繰入金
前年度繰越金

②歳出補正
人件費（一般職給等）
国庫負担金等精算償還金

３　介護保険事業特別会計の主な補正 （単位：千円）

　(1)平成２３年９月１日議決（第１号補正：補正額　3,828）
①歳入補正
前年度繰越金

②歳出補正
国庫負担金等精算償還金

４　後期高齢者医療事業特別会計の主な補正 （単位：千円）

　(1)平成２３年９月１日議決（第１号補正：補正額　148）
①歳入補正
保険料還付金

②歳出補正
保険料償還金

2,500

8,749

148

148

5,200
18,005

4,000
6,500

15,000

平成23年度
平成24年度

58,186 58,186
98,186 107,662

55,602

5,760

総額
女島活力推進センター建設事業

2,500

9,426

15,048
7,200
13,118

事　業　名 年度
補　正　前
年　割　額

3,600
10,005

4,400

156,372 165,848

補　正　後
年　割　額

13,860
9,426
13,704

28,086
9,426

3,321

3,828
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第５  平成２３年度上半期の予算執行状況

１  一般会計（平成２２年度からの繰越分含む）
歳　入 （単位：円）

歳　出

合 計 11,161,985,740 100.0% 3,833,151,750

災害復旧費 80,594,515

0.0% 0.0%予備費 4,082,000

公債費 1,301,975,000 11.7% 655,598,470

0.7% 952,347

5.9% 56.7%

11.5% 32.3%

0.0% 1.2%

3.6% 226,967,852

教育費 1,366,878,000 12.2% 441,622,461

消防費 400,253,000

土木費 1,337,280,225 12.0% 192,330,510

3.5% 186,564,609

9.8% 34.3%

6.1% 29.5%

4.9% 47.2%

農林水産業費 791,848,000 7.1% 233,412,024

商工費 395,633,000

13.2% 34.7%

民生費 2,800,439,000 25.1% 940,678,752 24.5% 33.6%

総務費 1,452,962,000

1.3% 76,739,954 2.0% 54.9%

（単位：円）

区分
予算現額 支出済額

執行率
金額 構成比 金額 構成比

100.0% 56.9%

町債 979,200,000

合 計 11,161,985,740 100.0% 6,354,742,373

8.8% 0

19.8% 112.9%

0.3% 12.3%

0.0% 0.0%

諸収入 143,972,000 1.3% 17,696,804

繰越金 1,116,739,740 10.0% 1,261,136,397

0.1% 115.2%

繰入金 110,340,000 1.0% 0 0.0% 0.0%

0.8% 5.5%

財産収入 7,875,000 0.1% 2,546,713 0.0% 32.3%

県支出金 902,267,000

0.0% 51.9%

分担金及び負担金 121,324,000 1.1% 58,703,467 0.9% 48.4%

1,142,000

0.4% 69.8%

地方交付税 4,370,000,000 39.2% 3,477,031,000 54.7% 79.6%

地方特例交付金 31,633,000

0.0% 0

0.0% 623,000配当割交付金 1,000,000

株式等譲渡所得割交付金 500,000

構成比

町税 1,497,429,000 13.4% 897,254,623 14.1%

1.5% 56.2%

5,157,000 0.1% 18.4%

0.6% 29.4%

373,571,013

0.0% 32.3%

0.0% 62.3%

0.0% 0.0%

区分
予算現額 収入済額

収入率
金額 構成比 金額

5.0% 14.4%

17.1% 50.4%

100.0% 34.3%

13.0% 504,713,758

議会費 139,734,000

0.0% 0

衛生費 1,090,307,000 9.8%

8.1% 49,663,263

寄付金 4,001,000 0.0% 4,610,000

国庫支出金 1,231,138,000 11.0% 258,769,409

164,898,658 2.6% 52.6%

4.1% 21.0%

使用料及び手数料 313,567,000 2.8%

交通安全対策特別交付金 2,200,000 0.0%

0.3% 22,085,000

地方消費税交付金 167,000,000 1.5% 93,930,000

自動車取得税交付金 28,000,000 0.3%

地方譲与税 129,100,000 1.1%

利子割交付金 4,700,000 0.0% 1,518,000

59.9%

37,977,039

　平成２３年度上半期（４月～９月）の予算に対する執行状況は以下のとおりです。

8



２  特別会計

歳　入

歳　出

第６  今後の財政運営について

18.5%

合 計 6,064,688,000 100.0% 2,478,943,146 100.0% 40.9%

後期高齢者医療事業特別会計 252,348,000 4.2%

1.9%

46,623,737

48,124,874 2.0%

1.9%

218,200,000

41.3%

奨学資金貸付事業特別会計 28,700,000 0.5% 8,105,000 0.3% 28.2%

町有温泉事業特別会計 116,600,000

1,941,128,000

3.5% 39.9%

生活排水処理事業特別会計 57,300,000 0.9% 25,084,599 1.0% 43.8%

農業集落排水事業特別会計

33,277,969

31.8% 40.6%

簡易水道事業特別会計 76,200,000 1.3% 25,034,664 1.0% 32.9%

介護保険事業特別会計

（単位：円）

会　計
予算現額 支出済額

執行率
金額 構成比 金額 構成比

2.9% 27.0%

合 計 6,064,688,000 100.0% 2,391,970,603 100.0% 39.4%

後期高齢者医療事業特別会計 252,348,000

0.9% 19.1%

奨学資金貸付事業特別会計 28,700,000 0.5% 19,936,849 0.8% 69.5%

22,243,180町有温泉事業特別会計

1.3% 13.6%

簡易水道事業特別会計 76,200,000

農業集落排水事業特別会計 218,200,000 3.6% 29,741,425

1.6% 49.6%1.3% 37,815,727

36.7% 45.2%介護保険事業特別会計 1,941,128,000 32.0% 878,280,569

22,052,190

54.2%

0.9% 31.6%
国民健康保険事業特別会計

事業勘定 3,304,412,000 54.5%

直診勘定 69,800,000 1.1%

会　計
予算現額 収入済額

収入率
金額 構成比 金額 構成比

　健全化判断比率以外の主な財政指標については、経常収支比率が83.4％（6.5ポイント
減）、財政力指数0.28（0.02ポイント減）となりました。
　経常収支比率は、人件費等の経常経費が減少する一方、国の経済対策による地方交付税の
増額分、交付金等を活用した事業実施により、大幅に改善しました。
　昨今の世界経済の停滞や円高、デフレなど、国内経済の状況は楽観視できる状況になく、
地方財政への影響が懸念されますが、歳入に見合った持続可能な財政運営を行うという基本
的な方向性のもと、効果的で効率的な財政運営を進めてまいります。

平成22年度

83.4％

0.28

指標の説明

財政構造の弾力性の目安となる指標です。経常的な収入が、経常的
な支出にどれくらい充てられているかが示されます。この数値が高
くなるほど、財政構造が硬直化していると言えます。

地方交付税制度における基準財政収入額を基準財政需要額で除した
数値（単年度の財政力指数）の過去３年間の平均値です。各市町村
が標準的な行政を行なった場合、必要な経費に対してどのくらいの
収入があるかを表しています。

指　標

経常収支比率

財 政 力 指 数

1,417,087,078

3.6% 87,164,769

32.0% 788,440,456

57.2% 42.9%

1.3% 47.7%
国民健康保険事業特別会計

事業勘定 3,304,412,000 54.5%

直診勘定 69,800,000 1.1%

4.2% 68,179,542

生活排水処理事業特別会計 57,300,000 0.9% 16,935,000

116,600,000 1.9%

0.7% 29.6%

（単位：円）

39.2%1,296,786,121
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